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カーボンニュートラルを巡る国内外の動き（経産省）を弊社で追記

カーボンニュートラルにコミットしている国
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73.4兆ｳｫﾝ

2020年、予算化とセットで各国リーダがカーボンニュートラルを主張

巨額投資
（詳細不明）

4年間2兆ドル

10年間1兆ﾕｰﾛ

500億ﾕｰﾛ

10年間70億ﾕｰﾛ

…2019年末までに宣言
…2020年以降に宣言

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/sangyo_gijutsu/chikyu_kankyo/ondanka_wg/pdf/002_03_00.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/sangyo_gijutsu/chikyu_kankyo/ondanka_wg/pdf/002_03_00.pdf


カーボンニュートラルの掛け声のもと・・・（水素の意義）

各国は国を挙げて、水素でビジネスモデルの変革を推進

技術面 産業面 戦略面

・何からでも作れる

・輸送できる

・エネルギー貯蔵
(変動分の調整機能)

→つくる・運ぶ・貯める

・つくる・運ぶ・貯める・使う

→産業構造のすそ野の拡さ

→新規産業、雇用の創出

・ゲームチェンジ

→化石燃料生産国：
豪州、ブルネイ、サウジ

→再エネある国：
ﾉﾙｳｪｰ、チリ、モロッコ

→再エネない国：
日本、韓国
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エネルギー事情に応じた水素戦略
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各国の気候や埋蔵エネルギー等によって、エネルギー戦略は異なる



・「’60年までにCO2排出ゼロ」宣言。

・ 水素/FCVを重要技術と位置付け、開発を奨励。
（製造強国2025）

政府の国家方針

・個々の実証を廃止。

・選ばれた都市に政府資金を集中投資
（ 内）

アメと鞭の普及政策

‘20年 ‘25年 ‘30年

FCV目標
（実績）

0.5万
（0.6万）

5万 100万

【参考】日本 4万 20万 80万

中国FCV政府普及目標台数（台）

海外事例① 中国の取組み

地域重点思考 ＋ 確実な発展 による国の方針で普及拡大

アメ鞭

高性能

水素価格

走行実績

ｲﾝﾌﾗ普及

厳しい選定基準

車両費用

燃料費
補助

開発補助

ｲﾝﾌﾗ補助

手厚い支援
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航続距離300㎞
保証5年20万㎞(商)

販売価格：
500円/kg以下

15基以上/年

3万km以上

専用ﾚｰﾝ

(対地方政府） (対ユーザ）



水素を持続可能エネルギーへの変換に

「不可欠な要素」と位置づけ、普及を推進
政府の基本方針

’25年大型車CO2規制(-15%)

都市内 乗入れ規制

海外事例② 欧州の取組み
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水素社会取組イメージ

規制 規格標準策定

ガソリン/ディーゼル車全廃（英）

StasHHコンソーシアム (25企業)

サイズ等を規格化

規制・支援・規格化等で、スピーディーな水素社会拡大を狙う

€14～40k/台

€6k/台, 免税

€148k/台

支援

トラック トレーラ バス 定置型発電機

開発のスピードUPを目指す
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（年）

国別乗用・商用FCV用
累計販売台数

水素に関連するビジネス構造が変わり始めている

水素ビジネスの変化
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周辺ビジネス

FCシステム販売

IoTメンテナンス
サービス

水
素

水素供給、貯蔵
サービス

バックアップ電源用
FCシステム

統合型
アフターサービス

水素バリューチェーン

世界累計台数：
3.2万台

2020年末時点
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8日本のCO2排出量

運輸部門のCO2排出量削減には、
乗用車以外のモビリティーの削減も重要

日本のCO2排出量
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C+pod

Mirai
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9カーボンニュートラルに向けたトヨタの取組み

生産拡大

FCｼｽﾃﾑ外販

技術改良

「移動以外の価値」も、ご提供できる取組みを推進

たくさん人に

早く

ムービング
e

グランエー
ス

よりいいものを安く
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進める上での普及課題

生産利便性

有時

ユーザ利便性

閉店中

水素ST営業時間短い＋路上水素充填不可
→ガス欠車を救えない。

車検後、正規ﾃﾞｨｰﾗ以外でﾀﾝｸ
検査実施されず、充填不可。

車両
検査

ﾀﾝｸ
検査

時期ずれ

いざという時、給電できない。
（事前の届出要）

工場毎に型式認証取得要

規定により、航続距離/給電量減
新価値

平時

水素は、置いて使うガスから、移動して使うガスへ

今後の様々な水素利用の可能性を踏まえ、
法規の一本化の推進等、適切な制度改正をお願いしたい。 10

電源車(ﾃﾞﾝﾖｰ)
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11カーボンニュートラルを実現するには・・・

引用元：経済産業省HP
https://www.meti.go.jp/press/2020/12/20201225012/20201225012.html
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このイメージを実現するには、
関連するステークホルダが同じ方向を向き、協力することが不可欠。



カーボンニュートラルに向けて

ユーザー

産業界

投資家

関係団体

政府・自治体

H２
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